2006年7月14日

アフリカ日本協議会　近藤

『NGOから学ぶ！アフリカで活動するNGOのマネージメント』

第3回「たかがお金、されどお金（資金調達・助成金）」

1.日時：2006年7月14日（金）18:30-21:00

2.場所：丸幸ビル2F共用会議室（東京都台東区東上野1-20-6丸幸ビル2階）

3.講師：

サパ=西アフリカの人達を支援する会　事務局長　野澤眞次氏

ハンガーフリーワールド　事務局長・理事　渡邉清孝氏

難民を助ける会　プログラム・コーディネーター　堀越芳乃氏

アムダ　理事　鈴木俊介氏

4.テーマ：資金調達、助成金

5.出席者：17名（+講師4名）

***********************************************************************************

講師からのプレゼン①

自己資金調達の手法について

＜（特活）サパ=西アフリカの人達を支援する会　野澤眞次氏＞

①ご自身の経歴・活動

西アフリカで活動を始めて15年になるところだ。それまでは企業（三井農林株式会社）に所属し東南アジアで熱帯農業・林業を主体に技術担当役員として約40年間勤めてきた。その実績を途上国で生かしたいという願望が芽生え1992年NGO設立に結びついた。

企業では「良いプロジェクトであれば自然に資金は付いてくる」というのが私達の基本的なスタンスで今までNGOとして15年活動してきたが、お金で困ったことは一度もない。

サパとは別に「日本NGO支援基金」を5年前に設立し融資活動を行っている。助成金を獲得しても交付は、活動が終了し完了報告書の提出後となるため、活動開始時には先立つ現金が必要となる。その資金を上限200万円で融資し、活動完了後の交付金で返済される仕組みを編み出した。この方法で弱小NGOを支援し成果をあげている。

私自身の役割は以下の2点に集約される。

　Ⅰ、サパの活動を通じて「成果」を如何に残すかを絶えず検証すること。

　Ⅱ、日本の弱小NGOの経済的、技術的支援及び、「運営哲学」が欠落している大手NGOへの啓発。（私はこの哲学の有無がそのNGOの存在意義を左右すると思っている）
　　

②資金調達について

　基本的な方法論については、先ほど述べたように「良いプロジェクトであれば資金は自然に付いてくる」と言うことである。企業も資金調達には「実現性のある企画書」を作成し銀行に持っていく。銀行は、この企画であれば起業化に資金を貸し付けても回収できるとの判断であれば融資は実現する。逆であれば資金調達はできない。このことはNGO も全く同じである。1992年にNGO「カラ」を立ち上げ運営を担当し、６年半後に後進にバトンタッチしたが、そのとき剰余金約3000万円を残してきた。直後の1998年に「サパ」を資金０で立ち上げ運営を開始し、初年度に約800万円を集めた。

③資金調達の手法
NGO設立時、一番重要なことは役員（理事）の選任である。運営方針を決定する理事には必ず資金調達できる能力保有者を選ぶことである。名前だけ借りるとか、有名教授を対象とするとかの人選は良い結果をもたらさない。（周りのNGOを見れば歴然である）

サパは、実際に動くことで資金調達できる役員12名を選出した。出版やチャリテイーコンサート、イベントその他で資金作りのできる人を選んだ。それだけで最低額の運営資金は集まるものである。人にはそれぞれ得手不得手があるので、その特徴を生かしながら運営を行ってきた。私は、会全体運営のマネージメントを専属に実施してきた。

サパは現在、官が主導又は介在する助成金の申請は一切行っていない。援助をもらえば政府のアフリカ政策を批判できなくなるからだ。助成金を貰って「是は是、非は非」が助成団体に言える日本のNGOは皆無である。欧米のNGOとの違いがここにある。

サパの年間収入約3000万円の内、約半分が事業収入となっている。他は、寄付金と会費である。事業収入の8割は「サパ･オリジナルカレンダー」である。朝日新聞のサパ取材記事（06/7/27朝刊）で、｢NGOカレンダーの中では1，２位を争う人気｣とあった。その他にオリジナル絵本の出版、チャリテイーコンサートの定期開催等を実施している。助成金に頼らないことが返ってサパの財務体質を強くしたと考えている。

サパの事務局は千代田区内にあるため同区の企業に飛び込みで回っている。「西アフリカで活動しているNGOのサパです。おたくはこういった事業を得意としているようですのでこういった面で協力しますからサパへのご支援をお願いできなでしょうか？」といった具合に一軒一軒回る。Give and  takeでなくGive and  givenの精神である。スケジュールを決めてきめ細かい往訪を続けることである。特に事務局のある町内（足元）から地盤を固めていく。サパには麹町後援会のグループまでできた。配布物は会の活動説明でなく、興味を引く西アフリカの各種情報誌（サパ・カレンダーを含む）である。

　　企業往訪は、他のNGOと同じことをやっていては駄目で、差別化を図ることが大切である。納得してもらえる活動説明で且つ、成果が伴なうことが重要でこれを広報の中軸に据える。例えば実例として、「50年前に熱帯林が伐採され、山麓で見られた湧水が止まり乾季に水田での稲栽培がストップした。植林活動で7年振りに湧水があり水田が復活した」。アフリカの人達は寿命が短いのでこれらの事実を知らない。これらの事実を写真入で説明したことで予想の倍の寄付金が集まった。地域住民の生活向上が少しでも実現された成果のある活動であれば資金は自然に集まってくる。又、サパでは「苗木の里親」制度を立ち上げ資金集めも行っている。

　　

上述のケースは、やる気になれば誰でもできることであるので是非実行してほしい。足で稼ぐ発想がNGOにはあまりないと感じる。最初から助成金に頼ってはいけない。何度も繰り返すが「足で稼ぐ」基本スタンスを持続して欲しい。例えば、或る助成団体が「専門家派遣」の支援に際し「現地に2週間以上の滞在活動が前提」との規定を設けているが、活動を1週間で終えたにも関わらず、更に1週間現場に留まらなければ資金が交付されない。税金の無駄遣いである。元来活動期間は助成団体が決めるのでなくNGOが決めるべき性質のものだ。自己資金の使用であればこのような無駄は発生しない。
＜質疑応答＞

質問：自己資金と言うと会員からの会費を思い浮かぶが会員についてどう考えるか？

野澤さん：会の活動を支える会員確保は、重要であるが失礼ながら会員は移り気である。本当に会の活動を熟知した上で支援する人は少なく、数年したら資金が潤沢のようなのでもういいでしょう、となってしまう。そのような方はあまり当てにできない。

質問：企業との付き合いはどのようにするのか？

野澤さん：資金調達でなく、現場の活動運営に協力関係にある企業との例を最初に説明する。

活動国は、西アフリカのギニア共和国であるが1960年頃の独立時、それまでの宗主国であったフランスより離れ、当時のソ連と政治、経済、司法の各部門を導入した。通貨も他の西アフリカ諸国の統一通貨「ｼｪﾌｧｰﾌﾗﾝ」でなく「ｷﾞﾆｱﾌﾗﾝ」が流通した。ところがソ連崩壊と共にギニアのあらゆる分野が混乱し体制維持に狂いが生じることになる。サパのギニア進出は上記混乱が一段落した1998年であったが、上記の後遺症が残り会の運営に支障を来たす例が多くなった。特に活動のために雇用したギニア人の取り扱いにソ連の労働者優遇の法律が残り予想を大幅に上回る出費を強いられることになった。これを合法的に回避するため、これらの問題に精通している日本企業と「運営委託契約」を締結し、その後今日まで4年近くを円滑に活動することができた。この時点でサパ以外のNGO、日本企業の大半は撤退に追い込まれていた。ギニアでの活動継続が成功した唯一のNGOがサパと言える。

企業よりの資金調達については、現金による寄付でなく（最近は実現性が低い）サパが毎年発行の「西アフリカ・カレンダー」のスポンサー（カレンダーに会社名を印刷）として約30社から支援を受けている。今年のカレンダーで12年の継続となる。継続は力なりで長年のお付き合いのある某損保会社が、創立55周年記念に顧客に配りたいとしてカレンダーの大量発注があった。企業との信頼関係構築の成果と思っている。

質問：ちなみにそのカレンダーの売り上げはどの位か？

野澤さん:800～1000万円程度。

質問：能力のある人の採用方法は？なにかコツやシステムがあるのか？

野澤さん：システムはない。例えば私は経団連のOBとして声をかける。有能な企業退職者でNGOに関心ある人の紹介を受け、無給で事務局を支えて頂いている。以前JANICに企業OBの経理専門家を斡旋したことがある。NGOも積極的に採用を考えるべきである。

質問：そういった人脈、やコネは野澤さんならではと思うが、そのような人脈、コネのない自分などはどうやって集めればよいか？

野澤さん：よくそう言われるが、15年経てば殆どコネは使い果した。コネなしで新しいところを開拓する喜びがある。一人のときが多いが、スタッフを連れて飛び込み指導もしている。

質問：なにか読んだ方がよい書籍などはあるか？

野澤さん：本よりも実践話を聞くほうが役に立つ。土日はそのような人に空けてあるので事前に連絡の上是非事務局に来てください。又、自己資金についての相談も受けている。
講師からのプレゼン②

自己資金について　ハンガーフリーワールド（HFW）の事例

＜ハンガーフリーワールド　理事・事務局長　渡邉　清孝氏＞

最初に、どのように自己資金を得ているか？ということに関してだが、各団体のホームページをじっくり見て欲しい。色々な事例が掲載されているので、勉強になる。また、配布資料にある資金調達の参考資料等を見ていただき、自分で勉強して欲しい。時間が少ないので、講演内容はやり方よりあり方を重点において説明していく。資金調達に対する心構えとして、ポリシーがなければ、どんなにスキルがあっても無理なので、そのあたりを念頭において、話を聞いて欲しい。

①ねらい

自己資金を得るには、ネットワークの重要性について理解してほしい。ネットワークは資金調達にかかせない重要な要素である。そこから始まるといっても過言ではない。当会では、2004年度予算1億773万円、その内、自己資金は85％。それほど大きくはない団体である。なぜ色んなところに講師として呼ばれて話をしているかというと、その理由は2つある。ファンドレイジングの話だったら、ユニセフとかフォスタープランとか、そういったところの話を聞いた方が良いと思うが、彼らのテクニックを聞いても「どうせユニセフだからやれるのだろう」と思う人が多く、なかなか共感が得られないのが現実。ハンガーフリーワールドの話だと、巨大なNGOではないので、比較的自分のところでも出来るかもしれない、という感もあって、聞きに来ていただいていると思う。

もう一つの理由としましては、わたしは前職で資金調達を専門で担当していた。

現在では、のべ2000社以上の会社訪問をこなしている。それだけ回っている分、失敗・苦労を経験していて、それにより勘やスキル、コツを養ったので、ここで共有していきたい。ちなみに資金調達の成功例は3％。つまり100社電話して3社しか成功しない。97社は断られる。つまり、現在800社成功したとすると、1万件以上の電話をかけているという計算になる。

②具体的な事例

◇企業との協働例：売り上げの一部から　

・曙フーズ株式会社･･･銀座あけぼの「ぱいまんじゅう」「おいし焼」の売り上げの0.5%が寄与される。

・ノースウェスト航空株式会社･･･マイレージプログラム「ワールドパークス」で貯めたマイレージが寄付されるエアケアチャリティープログラムの寄付対象団体になっている。

・日本信販株式会社･･･クレジットカード申し込み時に500円、利用代金の0.5%が寄付される。

・通販カタログ･･･株式会社ディノスの通信販売カタログで、売り上げがウガンダ支援になるウガンダ産「ピースコーヒー」を販売している。株式会社フェリシモの通信販売で貯めたポイントが寄付されるメリーファンドの対象団体になっている。　

◇企業との協働例：活動として取り組む

・書損じハガキなどを回収する･･･企業の社員に呼びかけて集める。バブル期のバラマキ型よりは、社員の参画、ボランティア意識を高めるという傾向にあるため。

・社員啓発のイベントを開催する･･･HFWの得意分野は料理を作ること。社内で社員啓発をしてくれ、と依頼された場合は、食のイベントを開催している。そうすると、社員の人々が集まる。飢餓についての講演会を行っても、あまり社員は集まらない。

・社員の活動を支援する･･･社員の給料から、個々の給与の端数を寄付する、といった活動。

◇企業との協働例：物品・サービスの提供

・管理費を削減し、より多くの資金を途上国での活動に使うため、事務所の備品や運営に関わるサービスを提供してもらう。資金面で難しいようだったら、物やサービスを依頼する。依頼すると90％くらいの高い確率で成功している。例）文房具、イベント時の飲料水、パンフレットの印刷、パソコン、ソフト、ロールカーテンなど。駄目でもともと、という感じで聞いてみると、意外に成功する例も多い。但し、きちんとした企画書などを提出する義務がある。

◇企業との協働例：フリー募金のスポンサーとして

フリー募金のスポンサーとしてクリック募金。実は、先週で終ってしまったが、1クリック1円、通算　約1500万円程の寄付を得ることができた。（日本最大のフリー募金サイトである、株式会社ディ・エフ・エフが運営するフリー募金のスポンサーとしての寄付）例）株式会社IPB、味の素株式会社、メリルリンチ日本証券株式会社

◇企業との協働例：寄付をする（一般寄付）

開発途上国で実施している事業を、国やプロジェクトを指定してご支援していただくことも可能。また、ボランティアグループから、数100万円の資金を集めている。例えば、ユースチーム（YEH）主催のチャリティーロックコンサート、青少年の街頭募金など。

◇企業との協働例：広告協賛・法人会員（企業の取り組み、月1万円）

③あり方について

背景説明･･･今から立ち上げる人、会の運営をしている人、皆同じとは思うが、HFWも非常に苦労してきた。2000年に、ハンガープロジェクトというところから独立した。そのときに急激な財政難に陥った。皆さんは、お金を集めたいとは思っているが、どのようにしたらお金が集まるか？

会場への質問：人は、どんなときにお金を集めたくなるか？

行動するときの本能：生存が、かかっている、差し迫っている危機感、喜び　

→資金調達も似たようなもの。資金調達する理由としては、ⅰ）差し迫っている（生存に関わる）、必要に迫られている。ⅱ）自己実現に近いが、喜びのために集める、の大きく2点ある。普通は、資金が足りない、どうしよう？という切迫感から苦しんで資金調達をする場合が多いが、どうせ調達するなら、楽しみながら資金を集めたほうがよい。

＊それを可能にするクイズを実施（9つの点が紙に書いてある。一筆書きで、4つの直線を描いて全ての点を通るようにする）

9つの点の中だけで考えている。このクイズは、思考の枠の体験である。いろいろな失敗を経験することで、これはできない、やってはいけないと可能性の領域を狭めてしまっている。大きな可能性があるのに、少ししか活用していない。人間の脳は10％しか活動していないと言われている。90％は潜在能力だといわれている。つまり、考えれば考えるほど、鍛えれば鍛えるほど脳が活発になる。資金調達のことを考えるとき、アイデアを思いつかない、人がいない、時間がない、色々考えているとは思うが、領域を拡大していないので、良い考えが浮かんでいないだけである。

可能性の領域を広げるワークショップが何個かある。これを団体内でやると、斬新なアイデア出てくるようになる。リミットや枠内に捉われているということを認識して欲しい。

④ネットワークの重要性

今から例を提示する。何もないところから300万円のお金を作る可能性を披露する。ネットワークのキーパーソンが、参加者の中にいる。それはFIDR（国際開発救援財団）の那須野さん。NGO若手スタッフの集いで出会った。何故か？

5年前、資金難で存続の危機に陥っていた時、たまたま福岡へ出張をした。財政をどうしよう、と悩んだ末、これだったらいけるかも、と考えたのが書損じハガキ。トライしてみると年間2,000万円集まった。思考の枠を取り払って考えてみた。　

ちなみに、職員の資金調達のミーティングでは、想像力を働かせてアイデアを出す。実現可能かは考えない。

ハンガーフリーワールドだし、ハンガーにかけて何かできないか？ダジャレで何かできないだろうか？と考えてみた。ハンガーを一番使っているのはクリーニング屋。セブンイレブンより多いホワイト急便は全国に1万3千店。「もうひとつのハンガーをご存知ですか？」というコピーで始めようと思った。毎月の来客者などを計算したら2千万。

しかし原油の高騰で、ホワイト急便も厳しい。そして、そこで目を付けるのが、ナンバー2の白洋社。（ナンバー1がだめならナンバー2にアプローチ）

こういった重要な企画は、一度アプローチして完璧に説明しないと後がない。国際開発救援財団の理事に白洋社の五十嵐さん。何もないところからアクセスするより、知り合いのいるFIDRさんに聞いて、そこからやってみよう！ということになる・

これは若手スタッフのネットワークで那須野さんに出会ったことにより、実現可能なアイデアである。→ネットワークが非常に大切。

　

⑤最後に

1)とにかく資金調達に向けて、死ぬほど考える。隙間産業はいくらでもある。

2)TRYし続ける。色んな団体に聞きまわったり、訪問して勉強したり、知恵・ノウハウもらう。

3)ネットワークの重要性。可能性を潰さず、ネットワークを活用することが大切。

＜質疑応答＞

質問：寄付してもらったとき、見返りはどうするのか？

渡邉さん：基本的にお礼をする。写真などをしっかり見せて、いかに人を喜ばせるかを考える。褒めることが大切。

講師からのプレゼン③

ODA助成金について

＜難民を助ける会　プログラム・コーディネーター　堀越　芳乃氏＞

東京本部で、アンゴラにおける2つのプロジェクトを主に担当している。2つとも外務省の助成金をもらっている。また、難民を助ける会はザンビアでエイズ対策の活動を行っているが、そちらも外務省からの助成金によるものである。

ODA助成金のシステムといっても事業を行なうためのもの・人材育成のためなど、目的によって分かれるが、今回は、アフリカでプロジェクトを実施するときに、使用できる助成金、ということに焦点をあてる。

①助成金のスキーム

助成金には、JICAと外務省、それぞれのスキームが存在するので、それぞれの特徴を知ったえで利用するとよい。特徴は、以下の通りである。

（但し、外務省のスキームには、日本NGO支援無償資金協力・NGO事業補助金のほかに、NGO専門調査員やNGO相談員という、日本の事務所の人件費補助をしてくれるスキームも存在する。NGO専門相談員は、今日のセミナーで色々なスキームに疑問点や質問がある場合、問い合わせると答えてもらえる。難民を助ける会は昨年度にNGO相談員をしていたが、今年は実施していない）

②JICA草の根技術協力支援

ⅰ）JICA草の根技術協力事業には、「草の根協力支援型」と「草の根パートナー型」の2種類がある。以下にそれぞれの特徴をまとめた。

◇JICA草の根協力支援型

総額は1,000万円以内、期間3年以内で、募集は随時行なっている。相談から決定までの所要期間の目安は、2ヶ月～半年程度。団体として国内外における活動実績が2年以上であることが資格要件である。草の根協力支援型は、NGOの活動の「第一歩」という位置づけであり、草の根パートナー型に比べると規模が小さいことが特徴としてあげられる。

◇草の根パートナー型

草の根パートナー型は、総額5,000万円以内、期間3年以内、応募は随時受け付けであるが、締め切りは年2回設定されている。団体として海外における国際協力活動実績が2年以上であることが応募条件である。

草の根パートナー型は、それまでの「実績を活かして」という位置づけで、資格要件が草の根協力支援型に比べて厳しいことが特徴としてあげられる。

③JICA助成金の特徴

草の根協力支援型は、「第1歩」という位置づけである。草の根パートナー型の特徴は、「実績を活かして利用する」、という特徴がある。パートナー型の特徴は、複数年契約が可能なこともあり、3年間の計画が可能なので、NGOにとっては計画がたてやすい。2期目、3期目において、予算交渉を行なう必要はあるが、どういうプロジェクトを行って、という文章部分の作成はあまり必要とされない。つまり、毎年細かい申請書を提出する必要がないので、NGOにとってはありがたい。会計、モニタリングレポートは四半期ごと、年度末（3月）に経費精算報告書を提出する必要がある。

付け加えて、JICAの草の根は概算払いで、プロジェクトが始まる時点で、ある程度資金が支払われるので、基盤の弱いNGOの活動にとって非常に有益である。また、外務省にも当てはまることであるが、会計の透明性を重視されるので、領収書をひとつずつきちんと管理することが重要である。

JICAの草の根は、「危険地」と呼ばれているところでは使用できない。よって、自分の団体が活動している場所が、外務省などでどのような位置づけをされているのかチェックすべきである。

④外務省NGO支援無償資金協力

外務省にも、大きく分けて「日本NGO支援無償資金協力」と「NGO事業補助金」の2種類ある。以下にそれぞれの特徴をまとめた。

ⅰ）NGO支援無償資金協力

NGO支援無償資金協力は、かなり規模が大きいものも実行可能である。限度額は事業のタイプによって異なっている。具体的には、開発協力、緊急人道支援、マイクロクレジットなどがあり、タイプによって限度額が異なってくる。

例えば、開発協力は団体の過去の実績によって上限額があり、海外での活動実績が2年以上で、前年・前前年度の支出実績がそれぞれ1,000万円以上の団体であれば、限度額は1,000万円になり、事業によっては最大5,000万円となる。また、海外での活動実績は2年未満だが、国内外で何らかの活動実績（文化交流・人物交流）が2年以上の団体の場合、上限額は500万円となる。

実施期間は1年間であるが、次年度に継続して実施することが可能である（毎年申請する必要はある）。しかし、全く同じ活動を行なうのではなく、発展・拡大していく必要があると思われる。外務省でも大使館でも随時受け付けているが、申請から許可が下りるまで2～3ヶ月以上かかる場合が多い。

特徴としては、申請には法人格が必要である。また、前年度の収入状況など、団体に関する書類の提出などが必要である。そして、退避勧告の出ている地域は対象にはならない（H18年度アフリカでは43の国と地域が対象。但し、緊急人道支援などの活動は除かれる）。どの事業タイプが、自分のプロジェクトと合っているのか調べ、事業タイプを選択する必要がある。事業開始後は、中間報告と完了報告（事業の実施状況と会計報告）を提出する。また、JICAにも当てはまるが、会計の透明性を重視されていることがあげられる。領収書はきちんと保存して提出する必要がある。

ⅱ）NGO事業補助金

プロジェクト企画調査支援、プロジェクト評価支援、組織運営・活動能力向上支援（研究会・講演会への参加）が対象事業で、総事業費の1/2以下かつ50万円以上1,000万円以下が資金提供限度額である。

この助成金の使いにくい点は、精算払いであることである。基盤財政力の弱い団体には使いづらい。

⑤申請・実施において

もし小さい団体が助成金をもらう場合、申請・実施する順序としては、最初は「JICA草の根協力支援型」、次に「JICA草の根パートナー型」、最終的に大規模にプロジェクトを展開する場合は、「外務省日本NGO支援無償資金協力」となっていくと思われる。

ⅰ）助成金申請・実施において注意すべきことは、まず、事業実施国での大使館・JICAの事務所の有無である。その国の事務所の有無というのは重要で、例えば、アンゴラでは大使館が去年でき、コミュニケーションが容易になり、事業が実施しやすくなった。アンゴラで事業実施をしているNGOは難民を助ける会だけなので、大使館の方も非常に協力的で助かっている。大使館としても草の根レベル活動で、目に見える形でODAの実績がわかるため、歓迎されていると思う。その国におけるJICAのポリシーとの相違などはあまり関係ないのではないだろうか。というのも、JICAや外務省が出来ないことをNGOがカバーするという見方もあるので、これは個人的な見解だが、あまり気にする必要はないと思う。

ⅱ）プロジェクトの概要や予算を事前に作って、申請前に相談することは非常に有効だと思う。JICA草の根協力支援型であれば、色んな団体が、JICA地球ひろばに相談に行っていると聞く。まずJICAや大使館・外務省に相談をもっていくことが必要だと思う。また、もし自分の使いたいスキームがあるのなら、その国で同じスキームを使っている他団体にぜひ聞くべきである。申請書の書き方や申請・実施方法などでアドバイスをもらえる場合もあると思う。加えて、全てを助成金に頼るというような考えはもたない方が良いと思う。事業を始めてみて必要となる経費もあるかもしれないし、自己資金がないと回らなくなる場合もあるので、全てを助成金に頼らず自己資金なども蓄えておく必要がある。

ⅲ)対象となる経費/ならない経費　ⅳ)資金の支払われ方　ⅴ)資金利用の規則などを認識する必要がある。日当は出るが食費は出ないなどの細かい規則や、お金の支払われ方など、助成金によって違うので、認識しておく必要がある。また、資金を費目間で移動する場合、JICAの草の根パートナー型では直接人件費を除く項目間で10パーセント、外務省のNGO支援無償なら監査費を除く項目間で20パーセント移動可能である。

ⅵ）最後に、実施状況の報告や、ⅶ)実施の成果・目標達成度を報告するなど、まめに相談をする、コミュニケーションをとる、といったことが重要である。また、報告書などでは、ただ活動・報告をするのではなく、成果を数として、パーセンテージを示す、改善できたところを見せる・示すことが必要であると思う。お金を出した側が、出してよかったと思えるような形で報告書をまとめる努力も必要だと思う。

＜質疑応答＞

質問：人件費はどのくらい助成金でカバーされるのか？

堀越さん：NGO支援無償では、現地駐在員及び本部のプロジェクト実施のための人件費ともにかなりカバーされている。

質問：外務省は精算払いなので使い勝手が悪いのでは？

堀越さん：精算払いは、外務省NGO事業補助金のみである。外務省のNGO支援無償資金協力は精算払いではない。

質問：ある団体で、一度、草の根技術協力支援を受けたら、もう出ないのか？

堀越さん：わたしの知っている範囲では、そういう方針はないと思う。実際に難民を助ける会では、NGO支援無償をアンゴラ、ザンビア、タジキスタンでもらっている。同じ団体でも別のプロジェクトであれば、同時に助成金を受けることは可能である。

講師からのプレゼン④

地方における資金獲得、アフリカのプロジェクトに関する支出

＜アムダ　理事　鈴木俊介氏＞

鈴木さん自身は本部から、海外での運営支援を担当している。地方ならではの特長を活かし、より地方の人と連携が密接で、自治体などと身近に協力している。

①AMDAとは？　

 AMDAは1984年8月に非営利の民間医療ボランティア団体として設立され、岡山県に本部を置く。現在、15カ国で中長期のプロジェクトを実施しており、年間予算は過去3ヵ年平均4億5千万円（うち寄付は約1/3～1/4）である。スタッフは、大体、世界15カ国で1000名くらい。緊急救援に関して寄付が集まる。

②「地方」で何が起きているか。《レジュメ参照》

岡山市において実施された「政令指定都市を見据えたまちづくりについて」というアンケート結果から、国際協力に関して市民はどのようなイメージをもっているのか、引き続き市民の国際協力に対する理解の促進が大切であることが分かる。
「あなたにとって岡山市が目標すべき理想の都市はどれですか？」という質問に対し、「国際都市」は8位（全体の5.3パーセント）であったが、これは、福祉や環境といったニーズが高い一方で国際化や国際理解の推進に向けた取り組みの優先順位が必ずしも高いとはいえない現状を示している。

③人々は何を望んでいるのか

同じく、「岡山市の行政施策に対する満足度・重要度」を示したグラフを見てみると、40項目ほどある中で最も需要度が低いと判断されたものは「国際交流・国際化の推進」であった。市民にとって、国際交流・国際化は重要度が低いと考えられていることが分かる。

④人々（会社）はなにを信じるのか？

◇明確で分かりやすい活動の証拠

NGOが寄付金を集めるためには、寄付者の信用を獲得しなければならない。本当に現地に行って活動しているのか、現地で活動しているのか、まず、明確で分かりやすい活動の証拠を提示し、本当に仕事をしていることをアピールする。その媒体になるものの一つとして、例えば月刊誌の発行が挙げられる。これはインターネットに慣れていない人への報告には、今も良い手段である。

国際開発ジャーナル2月号を資料として参照していただければ分かるが、スマトラ沖地震・インド洋津波から1年の間に多くの支援金（AMDAで8873万円）が集まった。しかしAMDAの17年度の会計報告は（これだけ寄付があっても）最終的に赤字決算になった。それ以上の資金を活動に投入しているからである。事業運営の途中で資金がショートする場合には、時に銀行から借り入れて凌ぐこともある。NGOが現地職員を雇用し、中長期的な活動を継続していく上で、キャッシュフローを維持することは大変である。企業であれば銀行から借金をすることも可能であるが、都会にある規模の小さなNGOが銀行の信頼を得られるケースは少ない。AMDAは、地元岡山で、一定レベルの信用を得ており、銀行借り入れも可能である。また、地元の金融機関からAMDAカードが発行されるなど、企業との提携もさせて頂いている。一方、地元メディアに対して自分たちの活動をアピールするため、節目節目に記者会見を開催したり、現地の映像を紹介したりという努力をしている。地域の方たちはそれを見られて、岡山の心が届いているという実感を持たれていると考える。こうしたメディアへのアピールも重要である。

行政との連携だが、岡山では、行政・企業・一般市民の3者が全員で協力していきましょう、という「国際貢献先進県条例」が制定された。これは他の都道府県にはない条例だと思われる。岡山空港には、緊急時のために備蓄倉庫が設置されたが、これは羽田や成田では考えられないことではないかと考える。また、こういった条例により、国際理解を促進するため、教育施設や各団体に講師を派遣し、国際理解教育を通じた地元社会への還元を行なっている。

話は変わるが、例えば勤務中の服装は、人々には様々な価値観があるが、寄付者の方が事務所を訪問されたときなど、ラフな格好よりもワイシャツにネクタイをきている方が、先方に安心感を与えると思う。特に年配の方などから信用を得るためにも、（最近はクールビズも市民権を得ているが）ネクタイ姿は必要であると考える。

⑤本当に岡山か？

AMDAへの寄付傾向を検証してみると、岡山における1人当たりの寄付額を「1」とすると、東京は「2」。私たちは岡山に拠点があるが、一人あたりの寄付額だけを見ると、首都圏において資金調達を行った方が効果的であることが分かる。しかしながら、県や自治体、市町村との（お金に換算できない）協力関係を考慮することも同様に大切であると考える。

⑥長期開発支援にお金は集まるか？

寄付は、凡そ緊急救援プロジェクトに対してである。長期開発支援事業に対するドナーは、外務省（NGO支援スキーム）、JICA（草の根技術協力、国内研修）、国連機関がほとんどである。そのほかには、助成団体、企業、一般寄付、指定寄付がある。指定寄付とは、寄付者が使途を指定する寄付である。例えば、ネパールに思い入れがあるので、ネパールに使って欲しいという寄付があるときは、指定された国の事業に限定して活用させて頂いている。

⑦これからNGOを設立される方へ

何のための資金獲得なのか、本当にアフリカでいいのかを考えてほしい。というのも、アフリカで事業するのは困難が伴う。特にお金がかかるからである。

アフリカで事業をする際、まずそのためにいくら必要か、5年ほどのスパンで考えるとよいのではないだろうか。最初の2年を持ちこたえることができ、かつその後順調に活動を続けていくことができれば、NGOとして10年後には2億円くらいの活動資金を活用できるような状況も夢ではないと考える。

アジアとアフリカで試算の比較をしてみる（別表参照）と、アジアでは人件費に300万円かかることが予想されるのに対し、アフリカでは同じ人件費でも500万円になる。また、現金収入や向上活動費のために、アジアでは500万かかるのに対し、アフリカでは800万かかる。

NGOを立ち上げるのであれば、まず自分で300万出資するくらいの気持ちがないといけない。まず2年がんばれば、資金予算・可能性は広がっていく。（例えば2年持ちこたえて3年目からJICA草の根技術協力（支援型）事業を受ける、等）

質問：3年後に1,000万がとれなかったらどうすればいいのか？

鈴木さん：ヒントは現地の大使館と2年間しっかりコミュニケーションをすること。そうすれば、外務省は支援をしないわけがない。また一生懸命、堅実に活動して、業務委託、助成金を取れないことはないと信じて活動していけば、絶対に助成金は取れるはず。

＜パネルディスカッション＞

※ファシリテーター：橋場美奈さん（アフリカ日本協議会　前事務局員）

まず、プレゼンした3人に参加者から先立ってもらった質問に答えてもらう。

質問：寄付者の獲得方法、満足度はどうしたら高められるのか？

渡邊さん：方法については、他の団体との差別化（パンフレットに子供の笑顔の写真をあえて載せないなど）をして目立つようにする。それから、自分の団体の強みを徹底的に取り上げている。HFWであれば、とにかく「食」に特化した活動をする。満足度については、企業に対しては、報告書を直接出しに行って褒めちぎる。社員食堂など、社員の見やすい場所にパネルを作って設置し、活動の成果を知ってもらうなどしている。郵送して報告するのではなく、直接訪問して報告するのが鉄則。

堀越さん：方法については、子どもは勿論だが、大人にも分かりやすい、イメージのわきやすい言葉で説明・報告を行なうことが大切だと考えている。

鈴木さん：発行紙やメディアに訴えるなど、とにかく活動を行っているということをアピールすることが大事である。寄付金の額に関わらずお礼状を出すことも大切である。きちんとお礼をすればリピーターも多い。また、当団体は寄付者の方にダイジェストを年2回作成し発送している。

質問：企業とのかかわりについて

鈴木さん：企業との提携を行う上では、政府、自治体と協力して海外で活動を行っているという信頼感が担保になるのではないか。また、メディアに取り上げられることによって信頼感を得ている面もあると思う。

質問：行政との関係はどうか？

鈴木さん：岡山県の場合、まだ県民・市民の国際協力に関する興味・優先度は低いため、規模の大きな資金は頂戴していない。、現在は将来に向けた環境を整えている段階であると考える。一方、新見市に公設国際貢献大学校という研修機関があり、AMDA国際福祉事業団がマネージメントを行っている。所有者は自治体であり、そういったソフト面における貢献も行っている。

質問：ネットワークを開拓していくには？

「お金を開拓していく=人を開拓していく」である！

渡邊さん：熱心さ、自己プロデュース力、飲み会（色々なことを根掘り葉掘り聞ける、つながりが必ずもてる）が重要である。企業の4分の1、3分の1は、紹介によるものである。

堀越さん：その国をアピールする時期を見逃さないこと（ワールドカップ、日本に現地の人が来る、など）。ここだ、というムーブメントを逃さないこと。

鈴木さん：（SAPAの野澤さんがおっしゃられたように）既に人脈のある人を取り込む、というのが一番の早道かと思う。講演を聞いた人が惹きつけられるような魅力のある人に協力を請うことが良いのではないか。

◇参加者の中にもNGOの方がおられるので、その方に、資金調達の経験を聞く。

日本国際ボランティアセンター：当会は、JVCを支援したいと思ってくださる人が、参加しやすいように、会員、マンスリー募金などいくつか支援方法の選択肢を、提示している。また、ホームページは、見やすくレイアウトを一新し、こまめに情報をアップするための体制をつくっている。報告会やイベントなど、顔がみえる場所では、会員への呼びかけ、募金のお願いをするよう心がけている。募金のお礼状に現地の人の手書きメッセージを添えたり、会員継続のお願いに、スタッフが手書きで挨拶文を書添たりしている。

質問：電話のかけ方、企業の選び方、ポイントについて知りたい。

渡邊さん：まず儲けを出している企業を選ぶのが前提である。フィランソロフィー協会の企業、朝日新聞社会事業団による「日本の優良企業ランク100」の本、等を参考にする。あとはひたすらかける。その際のコツとしては、例えば系列や一定の業界を狙う、もしくは企業を訪問する際には、場所が同じところを訪問する。（例えば、電話をして近くまで来ているので会って貰えませんか？と言うと、会ってくれることが多い）

堀越さん：政府が積極的に支援する分野と、一般的に企業が支援する傾向にある分野は違うのではと考える。例えば、環境分野などは企業が支援することの多い分野だが、政府は障害者支援や地雷といった分野にも助成金を提供している。自分の分野は、どこから資金が出やすいのかをよく考え、助成金を受けるのがよいのではないだろうか。

◇最後に講師より総括

鈴木さん：少ないお金でも支援を受けたら、透明性を大切にすべきである。いい仕事をすれば必ず誰かが理解してくれるので、信念を持ち続けて頑張ってもらいたい。

堀越さん：ひとつひとつの細かい活動の積み重ねは重要であり、そういった活動を大事にしつつ、常に視野・ネットワークを広くもつことが大事だと考える。
渡邊さん：本当にお金が必要だったら、強くコミットして、優先順位を上に設定する。強く思いを持ってやればやるほど、困難を乗り越えることでそこからたくさんの教訓を得ることができる。たくさん失敗を経験し、辛い思いをしたとしても、信念を持ちながらやっていって欲しい。

ファシリテーター（AJF林）：人を生かすにはお金が必要である。いまNGOへの支援は追い風が吹いているので、さらにもう一歩踏み出せば社会への認識も高まるのではないかと思われる。

